
「

法

人

事

区　　　　　　　　　　　　分
更 正 決 定 額 既 に 納 付 の 確 定 し た 額

差引納付すべき税額
（円）

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

総額

所 　 　 得 　 　 金 　 　 額

付 加 価 値 額

資 本 金 等 の 額

収 　 　 入 　 　 金 　 　 額

本　
　
　
　

第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

法
第
72
条
の
２
第
１
項

所　

得　

割

　年　　　万円以下の金額
　年　　　万円を超え
　年　　　万円以下の金額
　年　　　万円を超える金額
（軽減税率不適用法人の金額）

計

付加価値割 付 加 価 値 額

資 本 割 資 本 金 等 の 額

規 則
○北海道税条例施行規則の一部を改正する規則  （税務課）　 1
○特定地域等における道税の課税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則
  （税務課）　 5

規 則

　北海道税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和５年３月31日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第45号
　　　北海道税条例施行規則の一部を改正する規則

　北海道税条例施行規則（昭和29年北海道規則第98号）の一部を次のように改正する。
　第26条に次の１項を加える。
２ 　前項第４号に規定する納付書及び同項第５号に規定する納入書は、これらの書類に記載
すべき事項を記録した電磁的記録をもって、これらの書類に代えることができる。

　第49条の７第１項第７号中「第９号」を「第11号」に改め、同項第９号中「附則第７条第
13項」を「附則第７条第14項」に改め、同項第16号中「第２条第１項第１号」を「第２条第
１号」に改める。
　第67条の15の２中「納付書」の次に「（当該納付書に記載すべき事項を記録した電磁的記
録を含む。）」を加える。
　附則第８項中「附則第11条の４第１項、第４項又は第６項」を「附則第11条の４第２項又
は第４項」に、「附則第７条の４第２項、第５項若しくは第７項」を「附則第７条の４第３
項若しくは第５項」に改める。
　附則第９項中「附則第７条の４第１項、第４項及び第６項」を「附則第７条の４第２項及
び第４項」に改める。
　附則第10項中「附則第７条の４第２項、第５項又は第７項」を「附則第７条の４第３項又
は第５項」に改める。
　附則第12項中「附則第11条の４第２項、第５項又は第７項」を「附則第11条の４第３項又
は第５項」に改める。
　附則第25項中「又は第３項から第７項まで」を「、第３項又は第４項」に改める。

　別記第48号様式の２（表）中
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人

事

業

税

本　
　
　
　
　

道　
　
　
　
　

分

事業税の特定寄附金税額控除額等

合　　　　　　　　　　　 計
Ⓒ

事業税の特定寄
附金税額控除額
等の内訳

事業税の特定寄附金税
額控除額

仮装経理に基づく事業税
額の控除額

仮装経理に基づく事業
税額の繰越控除額　　

租税条約の実施に係る
事業税額の控除額

租税条約の実施に係る
事業税額の繰越控除額

Ⓒ の 内 訳 所得割 付加価値割 資本割 収入割

区　　　　　　　　　　　　分
更 正 決 定 額 既 に 納 付 の 確 定 し た 額

差引納付すべき税額
（円）

特　
　

別　
　

法　
　

人　
　

事　
　

業　
　

税

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

総額
所 　 　 得 　 　 金 　 　 額

収 　 　 入 　 　 金 　 　 額

本　

道　

分

法第72条の２第１項第１号に掲げる
事業の所得割に係る特別法人事業税額
法第72条の２第１項第２号に掲げる
事業の収入割に係る特別法人事業税額
法第72条の２第１項第３号に掲げる
事業の収入割に係る特別法人事業税額

合 計 特 別 法 人 事 業 税 額

仮装経理に基づく特別法人事業税
額の控除額等

合　　　　　　　　　　　　 計
Ⓓ

仮装経理に基づ
く特別法人事業
税額の控除額等

仮装経理に基づく特別法
人事業税額の控除額

租税条約の実施に係る
特別法人事業税額の控除額

仮装経理に基づく特別法
人事業税額の繰越控除額
租税条約の実施に係る特別

第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

法
第
72
条
の
２
第
１
項

所　

得　

割

　年　　　万円を超え
　年　　　万円以下の金額
　年　　　万円を超える金額
（軽減税率不適用法人の金額）

計

付加価値割 付 加 価 値 額

資 本 割 資 本 金 等 の 額
事
業

に
掲
げ
る

項
第
２
号

の
２
第
１

法
第
72
条

収 入 割 収 入 金 額

第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

法
第
72
条
の
２
第
１
項

所 得 割 所 得 金 額

付加価値割 付 加 価 値 額

資 本 割 資 本 金 等 の 額

収 入 割 収 入 金 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を
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事　
　

業　
　

税

道　

分
合 計 特 別 法 人 事 業 税 額

仮装経理に基づく特別法人事業税
額の控除額等

合　　　　　　　　　　　　 計
Ⓓ

仮装経理に基づ
く特別法人事業
税額の控除額等
の内訳

仮装経理に基づく特別法
人事業税額の控除額

租税条約の実施に係る
特別法人事業税額の控除額

仮装経理に基づく特別法
人事業税額の繰越控除額
租税条約の実施に係る特別
法人事業税額の繰越控除額

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

法

人

事

業

税

区　　　　　　　　　　　　分
更 正 決 定 額 既 に 納 付 の 確 定 し た 額

差引納付すべき税額
（円）

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

総額

所 　 　 得 　 　 金 　 　 額

付 加 価 値 額

資 本 金 等 の 額

収 　 　 入 　 　 金 　 　 額

本

道

分

事業税の特定寄附金税額控除額等
Ⓒ

第
１
号
に
掲
げ
る
事
業

法
第
72
条
の
２
第
１
項

所　

得　

割

　年　　　万円以下の金額
　年　　　万円を超え
　年　　　万円以下の金額
　年　　　万円を超える金額
（軽減税率不適用法人の金額）

計

付加価値割 付 加 価 値 額

資 本 割 資 本 金 等 の 額
事
業

に
掲
げ
る

項
第
２
号

の
２
第
１

法
第
72
条

収 入 割 収 入 金 額

第
３
号
に
掲
げ
る
事
業

法
第
72
条
の
２
第
１
項

所 得 割 所 得 金 額

付加価値割 付 加 価 値 額

資 本 割 資 本 金 等 の 額

収 入 割 収 入 金 額
第
４
号
に
掲
げ
る
事
業

法
第
72
条
の
２
第
１
項

付加価値割 付 加 価 値 額

資 本 割 資 本 金 等 の 額

収 入 割 収 入 金 額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に
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税
事業税の特定寄附金税額控除額等

合　　　　　　　　　　　 計
Ⓒ

事業税の特定寄
附金税額控除額
等の内訳

事業税の特定寄附金税
額控除額

仮装経理に基づく事業税
額の控除額

仮装経理に基づく事業
税額の繰越控除額　　

租税条約の実施に係る
事業税額の控除額

租税条約の実施に係る
事業税額の繰越控除額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に

第
４
号
に
掲
げ
る
事
業

法
第
72
条
の
２
第
１
項

付加価値割 付 加 価 値 額

資 本 割 資 本 金 等 の 額

収 入 割 収 入 金 額

業項 収 入 割 収 入 金 額

Ⓒ の 内 訳 所得割 付加価値割 資本割 収入割

区　　　　　　　　　　　　分
更 正 決 定 額 既 に 納 付 の 確 定 し た 額

差引納付すべき税額
（円）

特　
　

別　
　

法　
　

人　
　

事　
　

業　
　

税

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

総額
所 　 　 得 　 　 金 　 　 額

収 　 　 入 　 　 金 　 　 額

本　

道　

分

法第72条の２第１項第１号に掲げる
事業の所得割に係る特別法人事業税額
法第72条の２第１項第２号に掲げる
事業の収入割に係る特別法人事業税額
法第72条の２第１項第３号に掲げる
事業の収入割に係る特別法人事業税額
法第72条の２第１項第４号に掲げる
事業の収入割に係る特別法人事業税額

合 計 特 別 法 人 事 業 税 額

仮装経理に基づく特別法人事業税
額の控除額等

合　　　　　　　　　　　　 計
Ⓓ

仮装経理に基づ
く特別法人事業
税額の控除額等
の内訳

仮装経理に基づく特別法
人事業税額の控除額

租税条約の実施に係る
特別法人事業税額の控除額

仮装経理に基づく特別法
人事業税額の繰越控除額
租税条約の実施に係る特別
法人事業税額の繰越控除額

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和５年４月１日から施行する。

　（経過措置）
２ 　この規則の施行の日から令和５年５月31日までの間に限り、この規則による改正後の北
海道税条例施行規則別記第48号様式の２（表）の規定にかかわらず、この規則による改正
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前の北海道税条例施行規則別記第48号様式の２（表）の規定により作成した用紙を使用す
ることができる。

　（北海道循環資源利用促進税条例施行規則及び北海道核燃料税条例施行規則の一部改正）
３　次に掲げる規則の規定中「第26条第４号」を「第26条第１項第４号」に改める。
　⑴　北海道循環資源利用促進税条例施行規則（平成18年北海道規則第109号）第16条
　⑵　北海道核燃料税条例施行規則（平成30年北海道規則第60号）第５条

　特定地域等における道税の課税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここ
に公布する。
　　令和５年３月31日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第46号
　　　特定地域等における道税の課税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則
　特定地域等における道税の課税の特例に関する条例施行規則（昭和60年北海道規則第28
号）の一部を次のように改正する。
　第４条第１号中「（地方税法（昭和25年法律第226号）第72条の26第１項又は第72条の29
第１項若しくは第３項の規定によって申告納付する場合を除く。）」を削る。
　　　附　則
　この規則は、令和５年４月１日から施行する。
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